
[ [

[ [

[ ○

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

＜選択肢＞
1） 1万人未満

10万人以上100万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

] 情報提供ネットワークシステム

[

[

[ [

[

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 ②提供先における用途
平成八年法律第八十二号附則第十六条第三項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給
するものとされた年金である給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ②提供先における用途
平成八年法律第八十二号による年金である長期給付又は年金である給付の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

厚生労働大臣 提供先1

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第９１項）

照会を受けた都度

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

 ⑦時期・頻度

[ ○ ] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第９２項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

] フラッシュメモリ

）] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

] 電子メール

[ ○ [

住民税関係情報

] フラッシュメモリ

）

 提供先2
平成八年法律第八十二号附則第三十二条第二項に規定する存続組合又は平成八年法律第八十二号
附則第四十八条第一項に規定する指定基金

 ③提供する情報

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

10万人以上100万人未満



] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

＜選択肢＞
1） 1万人未満

 ②提供先における用途
介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する事務であって主
務省令で定めるもの

 ②提供先における用途
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による費用の負担又は療養費の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

 提供先3

庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第９７項）

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

[ [

[

] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

] フラッシュメモリ

）] その他 （○

市町村長

 提供先4 都道府県知事又は保健所を設置する市の長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第９４項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

[ ○ ] その他 （

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

）

] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙[ [] フラッシュメモリ

10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満



厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済
組合法等を廃止する等の法律附則第十六条第三項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支
給するものとされた年金である給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

番号法第１９条第７号　別表第二（第１０２項）

○

 ②提供先における用途

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済
組合法等を廃止する等の法律による年金である給付（同法附則第十六条第三項の規定により厚生年金
保険の実施者たる政府が支給するものとされた年金である給付を除く。）若しくは一時金の支給又は特
例業務負担金の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

 ②提供先における用途

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

[ [

[ ○ ] その他 （

] 電子メール

] フラッシュメモリ

）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

5） 1,000万人以上

] 専用線

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

[ [

[

] 情報提供ネットワークシステム

 ①法令上の根拠

 ③提供する情報 住民税関係情報

 提供先5 厚生労働大臣

 提供先6 農林漁業団体職員共済組合

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ①法令上の根拠

] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

] フラッシュメモリ

）

番号法第１９条第７号　別表第二（第１０１項）

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満



] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール

] フラッシュメモリ

 ②提供先における用途

独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付の支給若しくは保険料その他徴収金の
徴収又は同法附則第六条第一項第一号の規定により独立行政法人農業者年金基金が行うものとされ
た平成十三年法律第三十九号による改正前の農業者年金基金法若しくは平成二年法律第二十一号に
よる改正前の農業者年金基金法による給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ②提供先における用途 独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

[ [] フラッシュメモリ

] 情報提供ネットワークシステム

[ ○ ] その他

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１０６項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

[ ○ ] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

）

 提供先8 独立行政法人日本学生支援機構

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

[ [

] 情報提供ネットワークシステム

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１０３項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

 提供先7 独立行政法人農業者年金基金

）

] 電子メール

（ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満



[ ○ ] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

] 電子メール

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ②提供先における用途
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律による特別障害給付金の支給に関する事務
であって主務省令で定めるもの

 ②提供先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の支給又は地域
生活支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１０８項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

[

[ ○ ] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

[ [

] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

] フラッシュメモリ

）

 提供先10 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１０７項）

 提供先9 厚生労働大臣

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

[ [

[

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

] 情報提供ネットワークシステム

＜選択肢＞
1） 1万人未満

10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満

] フラッシュメモリ



）庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ] その他 （[ ○

] 情報提供ネットワークシステム

[

[ [

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ [

番号法第１９条第７号　別表第二（第１１４項）

[

[ ○

＜選択肢＞
1） 1万人未満

 提供先12 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠

 ②提供先における用途
高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就学支援金の支給に関する事務であって主務省令
で定めるもの

 ②提供先における用途
職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律による職業訓練受講給付金の支給に
関する事務であって主務省令で定めるもの

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[

] 電子メール

] フラッシュメモリ

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 提供先11 文部科学大臣、都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１１３項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

）

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

[

[

] 電子メール

] フラッシュメモリ

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

 ③提供する情報 住民税関係情報

[

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満

○ ] 情報提供ネットワークシステム

] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ



○ ] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

[] フラッシュメモリ

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

[

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）] 電子メール

] 紙

10万人以上100万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 情報提供ネットワークシステム

 ②提供先における用途
子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の
実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ②提供先における用途
平成二十三年法律第五十六号による年金である給付の支給に関する事務であって主務省令で定める
もの

 ③提供する情報 住民税関係情報

[ ○ [

[

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ）

[

[

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ]

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１１６項）

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ [

[

[ [

 ③提供する情報 住民税関係情報

] フラッシュメモリ

 提供先14 市町村長

）[ ○

＜選択肢＞
1） 1万人未満

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１１５項）

 提供先13 存続共済会

10万人以上100万人未満



4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

] その他 （ 庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ ）

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

年金生活者支援給付金の支給に関する法律による年金生活者支援給付金の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満10万人以上100万人未満

 ②提供先における用途

 提供先15 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１１７項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

[ ○ ] その他 （ ）庁内基本情報連携システム、ＭＩＣＪＥＴ番号連携サーバ

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先16 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第７号　別表第二（第１２０項）

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ②提供先における用途
難病の患者に対する医療等に関する法律による特定医療費の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

[ ○

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度



[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

）

＜選択肢＞
1） 1万人未満

] その他 （ ｅＬＴＡＸシステム ）

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ②提供先における用途 個人住民税の納税義務の通知、税証明の取得及び申告の勧奨

 ②提供先における用途 給与特別徴収税額決定情報の把握

 提供先17 個人市民税の納税義務者

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [ ○

[ ○ ] その他 （ コンビニ証明書交付システム

 ⑦時期・頻度 課税決定・更正決定時

 提供先18 給与支払者

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [ ○

[ ○

 ⑦時期・頻度 課税決定・更正決定時

10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満



3） 10万人以上100万人未満

）[ ○

5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 ②提供先における用途 年金特別徴収税額決定情報の把握

 ②提供先における用途 所得税の更正決定

 提供先19 年金支払者

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

[ ] フラッシュメモリ [ ○

[ ○

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

] その他 （ ｅＬＴＡＸシステム

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 課税決定・更正決定時

 ⑦時期・頻度 課税決定・更正決定時

 提供先20 国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号

 ③提供する情報 住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住民税の課税権を有する者及び市外の被扶養者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子メール

] その他 （ ｅＬＴＡＸシステム ）

10万人以上100万人未満

10万人以上100万人未満

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

[


